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運用報告書（全体版）
第₁₃期

（決算日 ₂₀₁5年 5 月₁₁日）

受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「ダイワ成長株オープン」は、この
たび、第₁₃期の決算を行ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<5849>

ダイワ成長株オープン

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式
信 託 期 間 約₂₀年間（₂₀₀₂年 ₅ 月₁₀日～₂₀₂₂年 ₅ 月₁₀日）
運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象
ベビーファンド ダイワ成長株マザーファンド

の受益証券
ダイワ成長株
マザーファンド

わが国の金融商品取引所上場
株式および店頭登録株式

マ ザ ー
ファンドの
運 用 方 法

①主として、わが国の金融商品取引所上場株式
および店頭登録株式の中から、₂₁世紀の日本経
済において成長が期待される国内企業およびグ
ローバルな視点で成長が期待される国内企業に
投資します。
②運用にあたっては、大和投資信託のアナリス
トおよび運用担当者による組織的な調査・分析
に基づいて、中期的な成長性が期待される銘柄
を選定します。
③銘柄の選定にあたっては、次の項目に着目し
て行なうことを基本とします。
　イ ．相対的に利益成長力があると期待される

企業
　ロ ．自己変革によって利益成長が期待される

企業
　ハ ．将来性が期待される事業の展開をはかる

企業
④ポートフォリオの組成にあたっては、証券取
引所第 ₁ 部上場株式以外の銘柄にも積極的に目
を向けて組入れていくことを基本とします。
⑤わが国の株価指数先物取引等を信託財産の純
資産総額の範囲内で利用することがあります。
⑥株式の実質投資比率（現物株式の投資比率に
先物取引の投資比率を加えた比率）は、通常の
状態で₇₀％程度以上とすることを基本とします。
⑦ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）をベンチマーク
として、中長期的にベンチマークを上回る投資
成果をめざします。

組 入 制 限
ベビーファンドのマザーファンド組入上限比率 無制限
マザーファンドの株式組入上限比率 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売
買益（評価益を含みます。）等とし、原則とし
て、基準価額の水準等を勘案して分配金額を
決定します。ただし、分配対象額が少額の場
合には、分配を行なわないことがあります。

当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行ないま
す。ファミリーファンド方式とは、受益者からの資金をま
とめてベビーファンド（当ファンド）とし、その資金を主
としてマザーファンドの受益証券に投資して、実質的な運
用をマザーファンドで行なう仕組みです。



ダイワ成長株オープン

■最近 5期の運用実績

決　　算　　期
基 準 価 額 T O P I X

株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

純 資 産
総 額（分配落） 税込み

分配金
期　中
騰落率 （べンチマーク） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₉ 期末（₂₀₁₁年 ₅ 月 ₉ 日） ₇, ₁₀₇ ₀ △ ₆. ₆ ₈₅₃. ₂₁ △ ₉. ₇ ₉₆. ₈ ― ₁, ₇₇₇
₁₀期末（₂₀₁₂年 ₅ 月 ₉ 日） ₆, ₄₁₈ ₀ △ ₉. ₇ ₇₆₅. ₈₃ △ ₁₀. ₂ ₉₇. ₄ ― ₁, ₃₅₆
₁₁期末（₂₀₁₃年 ₅ 月 ₉ 日） ₁₀, ₈₂₄ ₂₀₀ ₇₁. ₈ ₁, ₁₈₁. ₈₃ ₅₄. ₃ ₉₅. ₉ ― ₂, ₀₁₇
₁₂期末（₂₀₁₄年 ₅ 月 ₉ 日） ₁₀, ₉₇₆ ₂₀₀ ₃. ₃ ₁, ₁₆₅. ₅₁ △ ₁. ₄ ₉₂. ₉ ― ₁, ₈₂₅
₁₃期末（₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日） ₁₃, ₂₅₀ ₂, ₃₀₀ ₄₁. ₇ ₁, ₅₉₈. ₃₃ ₃₇. ₁ ₉₇. ₁ ― ₁, ₉₄₄

（注 ₁ ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 ₂ ）株式および株式先物の組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベースに換算したものを含みます。
（注 ₃ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移
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（注 1）期末の基準価額は分配金込みです。
（注 2）ベンチマークは、期首の基準価額をもとに指数化したものです。

基準価額（左軸）　　　　ベンチマーク（左軸）　　　　純資産総額（右軸）
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ダイワ成長株オープン

年　　月　　日
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 株　　式

組入比率
株　　式
先物比率騰 落 率 （ベンチマーク） 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₅ 月 ₉ 日 ₁₀, ₉₇₆ ― ₁, ₁₆₅. ₅₁ ― ₉₂. ₉ ―

₅ 月末 ₁₁, ₃₇₈ ₃. ₇ ₁, ₂₀₁. ₄₁ ₃. ₁ ₉₅. ₉ ―
₆ 月末 ₁₂, ₃₇₇ ₁₂. ₈ ₁, ₂₆₂. ₅₆ ₈. ₃ ₉₄. ₈ ―
₇ 月末 ₁₂, ₈₀₄ ₁₆. ₇ ₁, ₂₈₉. ₄₂ ₁₀. ₆ ₉₂. ₈ ―
₈ 月末 ₁₂, ₉₉₀ ₁₈. ₃ ₁, ₂₇₇. ₉₇ ₉. ₆ ₉₆. ₅ ―
₉ 月末 ₁₃, ₃₂₅ ₂₁. ₄ ₁, ₃₂₆. ₂₉ ₁₃. ₈ ₉₅. ₃ ―
₁₀月末 ₁₃, ₂₅₀ ₂₀. ₇ ₁, ₃₃₃. ₆₄ ₁₄. ₄ ₉₃. ₅ ―
₁₁月末 ₁₃, ₈₇₁ ₂₆. ₄ ₁, ₄₁₀. ₃₄ ₂₁. ₀ ₉₇. ₀ ―
₁₂月末 ₁₃, ₈₇₄ ₂₆. ₄ ₁, ₄₀₇. ₅₁ ₂₀. ₈ ₉₇. ₇ ―

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₃, ₉₂₀ ₂₆. ₈ ₁, ₄₁₅. ₀₇ ₂₁. ₄ ₉₁. ₁ ―
₂ 月末 ₁₄, ₅₉₉ ₃₃. ₀ ₁, ₅₂₃. ₈₅ ₃₀. ₇ ₉₂. ₅ ―
₃ 月末 ₁₅, ₀₅₅ ₃₇. ₂ ₁, ₅₄₃. ₁₁ ₃₂. ₄ ₉₃. ₉ ―
₄ 月末 ₁₅, ₄₅₄ ₄₀. ₈ ₁, ₅₉₂. ₇₉ ₃₆. ₇ ₉₀. ₂ ―

（期末）₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日 ₁₅, ₅₅₀ ₄₁. ₇ ₁, ₅₉₈. ₃₃ ₃₇. ₁ ₉₇. ₁ ―
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₀, ₉₇₆円　期末：₁₃, ₂₅₀円（分配金₂, ₃₀₀円）　騰落率：₄₁. ₇％（分配金込み）
【基準価額の主な変動要因】

国内株式市況が、₂₀₁₄年 ₉ 月下旬から₁₀月中旬にかけて一時的に調整する局面はあったものの、米国経済指標の底堅い推
移、堅調な国内企業業績、日銀の追加金融緩和などを受けて上昇したことにより、基準価額は値上がりしました。
◆投資環境について
○国内株式市況

国内株式市況は、期首から、良好な米国経済指標の発表や堅調な国内企業業績などを好感して上昇基調となりました。
₂₀₁₄年 ₉ 月下旬から₁₀月中旬にかけては、世界経済の先行き不透明感やエボラ出血熱への懸念、国内政治不安などが重な
り、株価は下落しました。₁₀月下旬からは、日銀による予想外の追加金融緩和やＧＰＩＦ（年金積立金管理運用独立行政
法人）の国内株式運用比率の引上げ決定、円安の進行などを受けて、株価は急速に上昇しました。₁₂月中旬から₂₀₁₅年 ₁
月中旬にかけては、原油価格急落によるロシア経済悪化懸念やギリシャの政治情勢混迷によるユーロ不安などで下落する
局面もありましたが、ＥＣＢ（欧州中央銀行）による国債買い入れを含む量的金融緩和の決定や日米の底堅い経済指標な
どを受け、株価は期末にかけて上昇基調となりました。
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ダイワ成長株オープン

◆前期における「今後の運用方針」

〈株式組入比率〉
株式組入比率は₉₀％程度以上の高位を維持する方針です。

〈ポートフォリオ〉
（₁）業種構成

構造改革の推進などにより国際的な競争力の改善が期待される電気機器、景気対策の恩恵を受けると期待される
建設業、独自成長要因を有する銘柄が多い情報・通信業やサービス業などを現在はオーバーウエートにしていま
す。当面は現状のような業種配分を維持する方針ですが、国内外の経済指標や為替相場の推移などを注視し、相対
的に他業種の魅力が高まった場合には、それらの業種へのシフトも検討します。

（₂）個別銘柄
・全方位的な株価の底上げ局面は一巡しつつあり、今後は個別企業のファンダメンタルズに応じて株価の企業間格

差が強まる展開を想定しています。具体的には、自動車の電装化や社会インフラ・通信インフラの整備といった
持続的な成長分野において高い競争力を有する企業、モバイル端末の普及に伴うインターネットの利便性向上に
よって事業機会の拡大が期待される企業、金融緩和や成長戦略等の政策による恩恵が期待される企業、不採算事
業の縮小や成長事業への経営資源のシフトといった構造改革を通じて中長期的な収益力の向上が想定される企業
などへの注目度が高まる可能性があるとみています。

・上記の基本観に基づき、当ファンドでは引続き、①相対的に利益成長力があると期待される企業、②自己変革に
よって利益成長が期待される企業、③将来性が期待される事業の展開をはかる企業などの観点から、銘柄の選定
を行なっていく方針です。

◆ポートフォリオについて
○当ファンド

「ダイワ成長株マザーファンド」の受益証券へ投資を行ないました。
○ダイワ成長株マザーファンド

株式組入比率（株式先物を含む。）は、期末の分配金対応時を除き、₉₀％程度以上で推移させました。
業種構成は、化学、小売業、銀行業などの比率を引上げる一方、建設業、情報・通信業、サービス業などの比率を引下

げました。
個別銘柄では、収益力強化に向けた経営施策の進ちょく状況や資本効率の向上に対する経営姿勢などを考慮し、村田製

作所やカシオなどの組入比率の引上げや新規組入れを行ないました。一方で、業績の伸び悩み懸念や利益確定の観点など
から、西松建設やトプコンなどの売却や組入比率の引下げを行ないました。

◆ベンチマークとの差異について
ベンチマーク（ＴＯＰＩＸ）の騰落率は₃₇. ₁％となりました。一方、当ファンドの騰落率は₄₁. ₇％となりました。業種で

は、ＴＯＰＩＸの騰落率を上回った電気機器をオーバーウエートとしていたことなどがプラス要因となりましたが、ＴＯＰ
ＩＸの騰落率を上回った医薬品のアンダーウエートなどはマイナス要因となりました。個別銘柄では、ミネベア、アルプス
電気、村田製作所などがプラスに寄与しましたが、西松建設、三井不動産などはマイナス要因となりました。

以下のグラフは、当ファンドの基準価額とベンチマークとの騰落率の対比です。
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ダイワ成長株オープン
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（2014. 5. 9～2015. 5. 11）

基準価額
ＴＯＰＩＸ

◆分配金について
【収益分配金】

当期の ₁ 万口当り分配金（税込み）は₂, ₃₀₀円といたしました。
■分配原資の内訳（ ₁万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年 ₅ 月₁₀日
～₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日

当 期 分 配 金（ 税 込 み ）（円） ₂, ₃₀₀
対 基 準 価 額 比 率（％） ₁₄. ₇₉
当 期 の 収 益（円） ₂, ₃₀₀
当 期 の 収 益 以 外（円） ―

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（円） ₃, ₃₉₃
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

【決定根拠、留保益の今後の運用方針】
収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（ ₁ 万口当り）」をご参照ください。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■収益分配金の計算過程（ ₁万口当り）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₁₉₅. ₁₂円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₂, ₁₇₆. ₆₇
（ｃ）収 益 調 整 金 ₃₅₉. ₆₉
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₂, ₉₆₁. ₅₅
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₅, ₆₉₃. ₀₅
（ｆ）分 配 金 ₂, ₃₀₀. ₀₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ ｅ － ｆ ） ₃, ₃₉₃. ₀₅
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。
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ダイワ成長株オープン

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₄年 ₅ 月₁₀日から₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日まで）

項 目 当 期
ダ イ ワ 成 長 株 マ ザ ー フ ァ ン ド

（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₇, ₄₈₅, ₂₃₆千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₁, ₉₉₀, ₉₈₄千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₃. ₇₅ 
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
親投資信託受益証券の設定・解約状況

（₂₀₁₄年 ₅ 月₁₀日から₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日まで）
設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額

ダイワ成長株
マザーファンド

千口 千円 千口 千円

₈, ₉₂₇ ₁₅, ₂₄₀ ₁₈₀, ₀₇₈ ₃₄₆, ₆₃₀ 

（注）単位未満は切捨て。

■ ₁万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₅. ₁₀～₂₀₁₅. ₅. ₁₁）
金　額 比　率

信託報酬  ₂₂₁円 ₁. ₆₅₁％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₁₃, ₃₇₉円です。

（投信会社）  （₁₁₉）  （₀. ₈₉₁） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₈₇）  （₀. ₆₅₂） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₁₅）  （₀. ₁₀₉） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₆₁   ₀. ₄₅₅  売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （₆₀）  （₀. ₄₄₉） 
（先物）  （₁）  （₀. ₀₀₇） 

有価証券取引税  ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  ₁   ₀. ₀₀₅   その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（監査費用）  （₁）  （₀. ₀₀₅） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　　計  ₂₈₂   ₂. ₁₁₁  

（注 ₁ ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。なお、売買委託
手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。

（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

《今後の運用方針》

○当ファンド
「ダイワ成長株マザーファンド」の受益証券へ投資を行ないます。
○ダイワ成長株マザーファンド

国内株式市況は、堅調な国内企業業績、収益力や資本効率の向上に対する経営意識の高まりなどが株価の押し上げ要因に
なると考えており、株式組入比率（株式先物を含む。）は₉₀％程度以上の高位を基本とする方針です。ポートフォリオにつ
いては、引続き、①相対的に利益成長力があると期待される企業、②自己変革によって利益成長が期待される企業、③将来
性が期待される事業の展開をはかる企業などの観点から、銘柄の選定を行なっていく方針です。
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ダイワ成長株オープン

（₃）利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となって
発行される有価証券

（₂₀₁₄年 ₅ 月₁₀日から₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日まで）

種　　　　　類
当　　　　　期

ダ イ ワ 成 長 株 マ ザ ー フ ァ ン ド
買　　付　　額

百万円

株　　　　　式 ₁₈
（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況
（₁）ベビーファンドにおける期中の利害関係人との取引状
況
当期中における利害関係人との取引はありません。

（₂）マザーファンドにおける期中の利害関係人との取引状
況

（₂₀₁₄年 ₅ 月₁₀日から₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日まで）
決 算 期 当 期

区 分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況 B

B/A 売付額等
C

う ち 利 害
関係人との
取引状況 D

D/C

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株 式 ₃, ₄₇₈ ₆₆₃ ₁₉. ₁ ₄, ₀₀₆ ₈₄₈ ₂₁. ₂ 

株式先物取引 ₁₇₃ ₁₇₃ ₁₀₀. ₀ ₁₇₅ ₁₇₅ ₁₀₀. ₀ 

コール・ローン ₂₅, ₂₀₃ ― ― ― ― ― 
（注）平均保有割合₁₀₀. ₀％
※ 平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該ベビーファン

ドのマザーファンド所有口数の割合。

■組入資産明細表
親投資信託残高

種 類 期　　首 当 期 末
口　　数 口　　数 評 価 額

千口 千口 千円

ダイワ成長株マザーファンド ₁, ₁₅₇, ₄₂₁ ₉₈₆, ₂₇₁ ₂, ₂₈₀, ₁₆₀ 

（注）単位未満は切捨て。

（4）期中の売買委託手数料総額に対する利害関係人への支
払比率

（₂₀₁₄年 ₅ 月₁₀日から₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日まで）
項 目 当 期

売 買 委 託 手 数 料 総 額（Ａ） ₉, ₅₁₄千円 

うち利害関係人への支払額（Ｂ） ₂, ₇₅₈千円 

（Ｂ）／（Ａ） ₂₉. ₀％ 
（注） 売買委託手数料総額は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支

払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第 ₁ 項に規定される
利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人とは、日の出証券、
大和証券です。

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
ダイワ成長株マザーファンド ₂, ₂₈₀, ₁₆₀ ₉₉. ₁ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₂₀, ₁₆₄ ₀. ₉ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₂, ₃₀₀, ₃₂₅ ₁₀₀. ₀ 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 ₂， ₃₀₀， ₃₂5， ₀₇₃円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₂₀, ₁₆₄, ₆₃₃  
ダイワ成長株マザーファンド（評価額） ₂, ₂₈₀, ₁₆₀, ₄₄₀  

（Ｂ）負 債 ₃55， ₃₂9， ₇8₆  
未 払 収 益 分 配 金 ₃₃₇, ₆₁₁, ₁₄₂  
未 払 信 託 報 酬 ₁₇, ₆₆₀, ₃₂₈  
そ の 他 未 払 費 用 ₅₈, ₃₁₆  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） ₁， 944， 995， ₂8₇  
元 本 ₁, ₄₆₇, ₈₇₄, ₅₃₃  
次 期 繰 越 損 益 金 ₄₇₇, ₁₂₀, ₇₅₄  

（Ｄ）受益権総口数 ₁， 4₆₇， 8₇4， 5₃₃口
₁ 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） ₁₃， ₂5₀円

＊ 期首における元本額は₁, ₆₆₃, ₃₀₆, ₀₉₁円、当期中における追加設定元本額は
₁₉, ₈₅₀, ₆₇₁円、同解約元本額は₂₁₅, ₂₈₂, ₂₂₉円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₃, ₂₅₀円です。
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ダイワ成長株オープン

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₅ 月₁₀日　至₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 ₇， ₃₁8円

受 取 利 息 ₇, ₃₁₈
（Ｂ）有価証券売買損益 ₇₀₃， ₃88， 4₃₃

売 買 益 ₇₅₃, ₅₀₉, ₂₀₆
売 買 損 △ ₅₀, ₁₂₀, ₇₇₃

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ ₃4， ₆₁₃， ₂9₇
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） ₆₆8， ₇8₂， 454
（Ｅ）前期繰越損益金 ₁₁4， ₀88， 4₁₂
（Ｆ）追加信託差損益金 ₃₁， 8₆₁， ₀₃₀

（配 当 等 相 当 額）（ ₅₂, ₇₉₈, ₁₆₄）  
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₂₀, ₉₃₇, ₁₃₄）  

（Ｇ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 8₁4， ₇₃₁， 89₆
（Ｈ）収 益 分 配 金 △ ₃₃₇， ₆₁₁， ₁4₂

次期繰越損益金（Ｇ＋Ｈ） 4₇₇， ₁₂₀， ₇54
追 加 信 託 差 損 益 金 ₃₁, ₈₆₁, ₀₃₀

（配 当 等 相 当 額）（ ₅₂, ₇₉₈, ₁₆₄）  
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₂₀, ₉₃₇, ₁₃₄）  
分 配 準 備 積 立 金 ₄₄₅, ₂₅₉, ₇₂₄

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₂₈, ₆₄₂, ₀₆₇円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₃₁₉, ₅₀₉, ₁₄₄
（ｃ）収 益 調 整 金 ₅₂, ₇₉₈, ₁₆₄
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₄₃₄, ₇₁₉, ₆₅₅
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₈₃₅, ₆₆₉, ₀₃₀
（ｆ）分 配 金 ₃₃₇, ₆₁₁, ₁₄₂
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₄₉₈, ₀₅₇, ₈₈₈
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₁, ₄₆₇, ₈₇₄, ₅₃₃口
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ダイワ成長株オープン

【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
₁ 万 口 当 り 分 配 金 ₂， ₃₀₀円

●〈分配金再投資コース〉をご利用の方の税引き分配金は、 ₅ 月₁₁日現在の基準価額（ ₁ 万口当り₁₃, ₂₅₀円）に基づいて自動的に再投資
いたしました。

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金です。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）

を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、₂₀. ₃₁₅％（所得税₁₅％、復興特別所得税₀. ₃₁₅％および地方税 ₅ ％）の税率による源泉徴収が行なわれ、申

告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用があります。）を選択するこ
ともできます。

・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問い
合わせください。

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について
　₂₀₁4年₁₂月 ₁ 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の ₂種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。
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ダイワ成長株マザーファンド

運用報告書　第₁₃期　（決算日　₂₀₁5年 5 月₁₁日）

（計算期間　₂₀₁₄年 ₅ 月₁₀日～₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日）

ダイワ成長株マザーファンドの第₁₃期にかかる運用状況をご報告申し上げます。

★当ファンドの仕組みは次の通りです。

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象 わが国の金融商品取引所上場株式および店頭登録株式

運 用 方 法

①主として、わが国の金融商品取引所上場株式および店頭登録株式の中から、21世紀の日本経
済において成長が期待される国内企業およびグローバルな視点で成長が期待される国内企業に
投資します。
②運用にあたっては、大和投資信託のアナリストおよび運用担当者による組織的な調査・分析
に基づいて、中期的な成長性が期待される銘柄を選定します。
③銘柄の選定にあたっては、次の項目に着目して行なうことを基本とします。
　イ．相対的に利益成長力があると期待される企業
　ロ．自己変革によって利益成長が期待される企業
　ハ．将来性が期待される事業の展開をはかる企業
④ポートフォリオの組成にあたっては、証券取引所第 ₁ 部上場株式以外の銘柄にも積極的に目
を向けて組入れていくことを基本とします。
⑤わが国の株価指数先物取引等を信託財産の純資産総額の範囲内で利用することがあります。
⑥株式の実質投資比率（現物株式の投資比率に先物取引の投資比率を加えた比率）は、通常の
状態で₇₀％程度以上とすることを基本とします。
⑦ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）をベンチマークとして、中長期的にベンチマークを上回る投資
成果をめざします。

株式組入制限 無制限

東京都千代田区丸の内一丁目 9番 ₁号
h t t p : / / w w w . d a i w a－a m . c o . j p /
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ダイワ成長株マザーファンド

■当期中の基準価額と市況の推移

年　 月　 日
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 株 式

組 入
比 率

株 式
先 物
比 率騰 落 率 （ベンチマーク） 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₅ 月 ₉ 日 ₁₆, ₀₄₆ ― ₁, ₁₆₅. ₅₁ ― ₉₁. ₃ ―

₅ 月末 ₁₆, ₆₄₈ ₃. ₈ ₁, ₂₀₁. ₄₁ ₃. ₁ ₉₆. ₀ ―
₆ 月末 ₁₈, ₁₃₇ ₁₃. ₀ ₁, ₂₆₂. ₅₆ ₈. ₃ ₉₄. ₉ ―
₇ 月末 ₁₈, ₇₉₀ ₁₇. ₁ ₁, ₂₈₉. ₄₂ ₁₀. ₆ ₉₂. ₈ ―
₈ 月末 ₁₉, ₀₈₈ ₁₉. ₀ ₁, ₂₇₇. ₉₇ ₉. ₆ ₉₆. ₆ ―
₉ 月末 ₁₉, ₆₀₉ ₂₂. ₂ ₁, ₃₂₆. ₂₉ ₁₃. ₈ ₉₅. ₄ ―
₁₀月末 ₁₉, ₅₂₆ ₂₁. ₇ ₁, ₃₃₃. ₆₄ ₁₄. ₄ ₉₃. ₆ ―
₁₁月末 ₂₀, ₄₆₈ ₂₇. ₆ ₁, ₄₁₀. ₃₄ ₂₁. ₀ ₉₇. ₁ ―
₁₂月末 ₂₀, ₅₀₂ ₂₇. ₈ ₁, ₄₀₇. ₅₁ ₂₀. ₈ ₉₇. ₈ ―

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₂₀, ₅₉₈ ₂₈. ₄ ₁, ₄₁₅. ₀₇ ₂₁. ₄ ₉₁. ₂ ―
₂ 月末 ₂₁, ₆₃₂ ₃₄. ₈ ₁, ₅₂₃. ₈₅ ₃₀. ₇ ₉₂. ₅ ―
₃ 月末 ₂₂, ₃₄₀ ₃₉. ₂ ₁, ₅₄₃. ₁₁ ₃₂. ₄ ₉₄. ₀ ―
₄ 月末 ₂₂, ₉₆₄ ₄₃. ₁ ₁, ₅₉₂. ₇₉ ₃₆. ₇ ₉₀. ₃ ―

（期末）₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日 ₂₃, ₁₁₉ ₄₄. ₁ ₁, ₅₉₈. ₃₃ ₃₇. ₁ ₈₂. ₈ ―
（注 ₁ ）騰落率は期首比。
（注 ₂ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₆, ₀₄₆円　期末：₂₃, ₁₁₉円　騰落率：₄₄. ₁％
【基準価額の主な変動要因】

国内株式市況が、₂₀₁₄年 ₉ 月下旬から₁₀月中旬にかけて一時的に調
整する局面はあったものの、米国経済指標の底堅い推移、堅調な国内
企業業績、日銀の追加金融緩和などを受けて上昇したことにより、基
準価額は値上がりしました。
◆投資環境について
○国内株式市況

国内株式市況は、期首から、良好な米国経済指標の発表や堅調な
国内企業業績などを好感して上昇基調となりました。₂₀₁₄年 ₉ 月下

旬から₁₀月中旬にかけては、世界経済の先行き不透明感やエボラ出
血熱への懸念、国内政治不安などが重なり、株価は下落しました。
₁₀月下旬からは、日銀による予想外の追加金融緩和やＧＰＩＦ（年
金積立金管理運用独立行政法人）の国内株式運用比率の引上げ決
定、円安の進行などを受けて、株価は急速に上昇しました。₁₂月中
旬から₂₀₁₅年 ₁ 月中旬にかけては、原油価格急落によるロシア経済
悪化懸念やギリシャの政治情勢混迷によるユーロ不安などで下落す
る局面もありましたが、ＥＣＢ（欧州中央銀行）による国債買い入
れを含む量的金融緩和の決定や日米の底堅い経済指標などを受け、
株価は期末にかけて上昇基調となりました。

◆前期における「今後の運用方針」
〈株式組入比率〉

株式組入比率は₉₀％程度以上の高位を維持する方針です。
〈ポートフォリオ〉
（₁）業種構成

構造改革の推進などにより国際的な競争力の改善が期待さ
れる電気機器、景気対策の恩恵を受けると期待される建設
業、独自成長要因を有する銘柄が多い情報・通信業やサービ
ス業などを現在はオーバーウエートにしています。当面は現
状のような業種配分を維持する方針ですが、国内外の経済指
標や為替相場の推移などを注視し、相対的に他業種の魅力が
高まった場合には、それらの業種へのシフトも検討します。

（₂）個別銘柄
・全方位的な株価の底上げ局面は一巡しつつあり、今後は個

別企業のファンダメンタルズに応じて株価の企業間格差が
強まる展開を想定しています。具体的には、自動車の電装
化や社会インフラ・通信インフラの整備といった持続的な
成長分野において高い競争力を有する企業、モバイル端末
の普及に伴うインターネットの利便性向上によって事業機
会の拡大が期待される企業、金融緩和や成長戦略等の政策
による恩恵が期待される企業、不採算事業の縮小や成長事
業への経営資源のシフトといった構造改革を通じて中長期
的な収益力の向上が想定される企業などへの注目度が高ま
る可能性があるとみています。

・上記の基本観に基づき、当ファンドでは引続き、①相対的
に利益成長力があると期待される企業、②自己変革によっ
て利益成長が期待される企業、③将来性が期待される事業
の展開をはかる企業などの観点から、銘柄の選定を行なっ
ていく方針です。

◆ポートフォリオについて
株式組入比率（株式先物を含む。）は、期末の分配金対応時を除き、

₉₀％程度以上で推移させました。
業種構成は、化学、小売業、銀行業などの比率を引上げる一方、建

設業、情報・通信業、サービス業などの比率を引下げました。
個別銘柄では、収益力強化に向けた経営施策の進ちょく状況や資本

効率の向上に対する経営姿勢などを考慮し、村田製作所やカシオなど
の組入比率の引上げや新規組入れを行ないました。一方で、業績の伸
び悩み懸念や利益確定の観点などから、西松建設やトプコンなどの売
却や組入比率の引下げを行ないました。

◆ベンチマークとの差異について
ベンチマーク（ＴＯＰＩＸ）の騰落率は₃₇. ₁％となりました。一方、

当ファンドの騰落率は₄₄. ₁％となりました。業種では、ＴＯＰＩＸの
騰落率を上回った電気機器をオーバーウエートとしていたことなどが
プラス要因となりましたが、ＴＯＰＩＸの騰落率を上回った医薬品の
アンダーウエートなどはマイナス要因となりました。個別銘柄では、
ミネベア、アルプス電気、村田製作所などがプラスに寄与しました
が、西松建設、三井不動産などはマイナス要因となりました。

24, 000

22, 000

20, 000

18, 000

16, 000

14, 000

（円）

期　首
（2014. 5. 9）

期　末
（2015. 5. 11）

基準価額
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ダイワ成長株マザーファンド

■主要な売買銘柄
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₅ 月₁₀日から₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
野村ホールディングス ₁₅₅  ₁₀₆, ₁₁₃  ₆₈₄  トヨタ自動車 ₁₄. ₄  ₁₀₁, ₇₄₀  ₇, ₀₆₅ 
トヨタ自動車 ₁₃. ₂  ₈₉, ₇₉₃  ₆, ₈₀₂  ファナック ₄. ₃  ₈₄, ₄₂₃  ₁₉, ₆₃₃ 
三井住友フィナンシャルＧ ₁₉. ₁  ₈₈, ₇₈₉  ₄, ₆₄₈  パナソニック ₄₇  ₆₈, ₃₅₆  ₁, ₄₅₄ 
富士重工業 ₁₇  ₆₉, ₂₂₃  ₄, ₀₇₁  三井住友フィナンシャルＧ ₁₄  ₆₅, ₈₁₄  ₄, ₇₀₁ 
富士フイルムＨＬＤＧＳ ₁₉  ₆₈, ₈₃₅  ₃, ₆₂₂  ブリヂストン ₁₆. ₅  ₆₅, ₇₃₈  ₃, ₉₈₄ 
カシオ ₃₉. ₁  ₆₈, ₁₂₈  ₁, ₇₄₂  ミネベア ₃₇  ₅₇, ₇₅₉  ₁, ₅₆₁ 
パナソニック ₄₇  ₆₃, ₈₂₆  ₁, ₃₅₈  富士重工業 ₁₃  ₅₄, ₆₄₂  ₄, ₂₀₃ 
ファナック ₂. ₇ ₆₂, ₉₀₀  ₂₃, ₂₉₆  トプコン ₂₀. ₈  ₅₁, ₁₉₄  ₂, ₄₆₁ 
ディスコ ₅. ₂  ₅₁, ₈₁₆  ₉, ₉₆₄  三菱ＵＦＪフィナンシャルＧ ₆₈  ₄₉, ₆₆₉  ₇₃₀ 
東京瓦斯 ₆₈  ₄₈, ₉₄₇  ₇₁₉  野村ホールディングス ₆₉  ₄₈, ₅₁₅  ₇₀₃ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。

《今後の運用方針》
　国内株式市況は、堅調な国内企業業績、収益力や資本効率の向上に対
する経営意識の高まりなどが株価の押し上げ要因になると考えており、
株式組入比率（株式先物を含む。）は₉₀％程度以上の高位を基本とする
方針です。ポートフォリオについては、引続き、①相対的に利益成長力
があると期待される企業、②自己変革によって利益成長が期待される企
業、③将来性が期待される事業の展開をはかる企業などの観点から、銘
柄の選定を行なっていく方針です。

■売買および取引の状況
（₁）株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₅ 月₁₀日から₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株 数 金 額 株 数 金 額

国 内
千株 千円 千株 千円

₂, ₄₃₄. ₄ ₃, ₄₇₈, ₇₈₉ ₂, ₇₈₈. ₈ ₄, ₀₀₆, ₄₄₇ 
（△ ₂₂. ₉） （ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

■ ₁万口当りの費用の明細
項 目 当　　　期

売 買 委 託 手 数 料 90円
（株 式） （ 89） 
（先 物） （ 1） 

有 価 証 券 取 引 税 ―

そ の 他 費 用 ―

合 計 90  
（注 ₁ ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって

受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。費用の項
目および算出法については前掲の「 ₁ 万口当りの費用の明細」の項目の概
要をご参照ください。

（注 ₂ ）各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。

（₂）先物取引の種類別取引状況
（₂₀₁₄年 ₅ 月₁₀日から₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日まで）

種　類　別 買　　 建 売　　 建
新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額

外
国

百万円 百万円 百万円 百万円 
株式先物取引 ₁₇₃  ₁₇₅  ― ― 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

11



ダイワ成長株マザーファンド

■組入資産明細表
国 内 株 式

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
建設業（₂. ₁％）

ショーボンドＨＤ ₃ ― ―
安藤・間 ₃₈ ₅₈ ₃₈, ₇₄₄
大林組 ₄₆ ― ―
西松建設 ₈₁ ― ―
大豊建設 ₅₃ ― ―
東鉄工業 ₇. ₁ ― ―
矢作建設 ₇. ₄ ― ―
ライト工業 ₆. ₁ ― ―
九電工 ₂₁ ― ―

繊維製品（―）
帝国繊維 ₄. ₂ ― ―
化学（₁₁. ₁％）

東ソー ― ₁₀ ₇, ₂₈₀
ダイソー ― ₄₁ ₁₇, ₇₅₃
東京応化工業 ― ₃ ₁₁, ₀₂₅
ポラテクノ ₃ ― ―
ＤＩＣ ― ₄₀ ₁₄, ₄₈₀
富士フイルムHLDGS ― ₁₇ ₇₇, ₄₆₉
メック ₇. ₃ ― ―
有沢製作所 ― ₁₉. ₅ ₂₀, ₀₈₅
日東電工 ― ₅. ₈ ₄₈, ₂₂₇
パーカーコーポレーション ― ₂₃ ₁₃, ₀₁₈

医薬品（₃. 4％）
塩野義製薬 ― ₉. ₅ ₃₉, ₈₀₅
あすか製薬 ― ₆ ₇, ₃₅₀
科研製薬 ― ₄ ₁₆, ₆₈₀
沢井製薬 ₁. ₆ ― ―

石油・石炭製品（―）
ニチレキ ₄ ― ―
ゴム製品（₀. 8％）

ブリヂストン ₁₁. ₇ ₃ ₁₄, ₇₃₄
ガラス・土石製品（₀. 4％）

日本ヒユーム ₇ ― ―
日本コンクリート ₁₂ ― ―
ジオスター ₁₂ ₁₂ ₆, ₇₂₀
ＭＡＲＵＷＡ ₀. ₅ ― ―

鉄鋼（―）
日立金属 ₁₄ ― ―
非鉄金属（―）

ＵＡＣＪ ₄₉ ― ―
住友電工 ₁₇. ₅ ― ―

金属製品（―）
岡部 ₇. ₇ ― ―
日本発条 ₁₀ ― ―

機械（8. 4％）
アイダエンジニア ₁₄. ₄ ― ―
旭ダイヤモンド ₇. ₄ ― ―
ディスコ ₃. ₁ ₄. ₃ ₄₇, ₅₅₈
サトーホールディングス ₆ ― ―
日精樹脂工業 ― ₁₃. ₂ ₁₅, ₄₀₄
日工 ₁₁ ― ―
帝国電機製作所 ₂. ₈ ― ―
鶴見製作所 ₄ ― ―
加藤製作所 ₃₀ ₁₁ ₈, ₅₆₉
タダノ ₁₀ ₁₁ ₁₈, ₆₄₅

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
日本金銭機械 ₂. ₆ ― ―
福島工業 ₆. ₂ ₄. ₈ ₉, ₆₅₂
竹内製作所 ― ₃. ₉ ₂₁, ₉₉₆
アマノ ― ₁₄. ₆ ₂₃, ₇₉₈
イーグル工業 ₉ ₅. ₁ ₁₂, ₆₉₃
キッツ ₂₀ ― ―
マキタ ₁. ₆ ― ―

電気機器（₂₀. 9％）
ブラザー工業 ₁₂ ― ―
ミネベア ₂₈ ₇ ₁₃, ₈₈₈
日立 ₁₈ ― ―
日本電産 ₆. ₄ ₁. ₈ ₁₆, ₁₃₃
ダブル・スコープ ₈. ₈ ₁₃. ₄ ₁₂, ₀₆₀
ミマキエンジニアリング ₁ ― ―
ジーエス・ユアサ コーポ ₁₅ ― ―
セイコーエプソン ₇. ₅ ― ―
サン電子 ₈. ₁ ₇. ₆ ₁₄, ₁₆₆
能美防災 ― ₄. ₃ ₆, ₅₇₀
アンリツ ₁₁. ₉ ― ―
日立国際電気 ₆ ― ―
ソニー ― ₁₃. ₂ ₄₉, ₁₉₆
アルプス電気 ₅ ₈. ₅ ₂₅, ₂₇₀
日本トリム ₀. ₇ ― ―
横河電機 ₉ ― ―
キーエンス ₀. ₉ ₀. ₅ ₃₁, ₈₀₀
スタンレー電気 ₄ ― ―
山一電機 ― ₁₂. ₃ ₁₁, ₁₃₁
カシオ ― ₂₆. ₁ ₅₉, ₈₉₉
ファナック ₂. ₉ ₁. ₃ ₃₃, ₁₁₇
浜松ホトニクス ₅. ₅ ― ―
太陽誘電 ― ₁₀. ₄ ₁₉, ₁₆₇
村田製作所 ₁. ₆ ₄. ₆ ₈₃, ₀₇₆
双葉電子工業 ₅. ₂ ₆. ₃ ₁₃, ₀₃₄
象印マホービン ― ₄ ₆, ₄₀₀

輸送用機器（₇. 5％）
デンソー ₂. ₆ ― ―
トヨタ自動車 ₁₂. ₃ ₁₁. ₁ ₉₁, ₄₀₈
三菱自動車工業 ₈. ₅ ― ―
ＮＯＫ ― ₈. ₆ ₃₂, ₃₃₆
マツダ ₅₀ ― ―
富士重工業 ― ₄ ₁₇, ₀₆₄

精密機器（₁. ₇％）
トプコン ₁₇ ₃. ₃ ₉, ₈₇₃
ＨＯＹＡ ― ₄. ₈ ₂₂, ₀₅₃
CYBERDYNE ₁. ₅ ― ―

その他製品（₁. ₃％）
前田工繊 ₁. ₉ ― ―
バンダイナムコ HLDGS ₁₀. ₃ ₆. ₅ ₁₆, ₁₂₆
ＳＨＯＥＩ ₁₃. ₂ ― ―
任天堂 ― ₀. ₄ ₈, ₂₃₈

電気・ガス業（₂. ₃％）
電源開発 ― ₄. ₅ ₁₈, ₀₆₇
東京瓦斯 ― ₃₈ ₂₆, ₂₄₆

陸運業（₀. 8％）
西武ホールディングス ₄ ― ―
トナミホールディングス ― ₂₅ ₁₀, ₆₀₀

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
丸和運輸機関 ― ₁. ₈ ₄, ₅₃₉

倉庫・運輸関連業（₀. ₇％）
エーアイテイー ― ₁₁. ₂ ₁₃, ₃₀₅

情報・通信業（₃. 9％）
新日鉄住金ＳＯＬ ― ₄. ₁ ₁₆, ₄₀₀
三菱総合研究所 ₂. ₅ ― ―
ファインデックス ₂. ₃ ― ―
コロプラ ₁. ₃ ― ―
モバイルクリエイト ₂. ₃ ― ―
ハーツユナイテッドグループ ₃. ₆ ― ―
ブイキューブ ₁. ₄ ― ―
VOYAGE GROUP ― ₄. ₅ ₁₀, ₃₅₀
ガンホー・オンライン・エンター ₁₀ ― ―
ユニリタ ₂. ₂ ― ―
ジャストシステム ₃₀. ₉ ― ―
ヤフー ₂₀ ― ―
フュージョンパートナー ― ₁₂. ₄ ₉, ₃₇₄
マーベラス ₁₃. ₄ ₅ ₈, ₆₇₀
Ｕ－ＮＥＸＴ ― ₁. ₂ ₄, ₇₇₆
光通信 ₂. ₅ ― ―
ＫＡＤＯＫＡＷＡ ₁. ₆ ― ―
ＤＴＳ ₅. ₄ ― ―
スクウェア・エニックス・HD ₅. ₃ ― ―
ソフトバンク ₆. ₆ ₃. ₃ ₂₄, ₄₂₀
卸売業（₂. ₇％）

あい ホールディングス ₁₁. ₈ ― ―
佐鳥電機 ₈ ― ―
ガリバーインターナショナル ₆ ― ―
伊藤忠 ₂₆ ― ―
トラスコ中山 ― ₁₀. ₁ ₃₉, ₁₈₈
因幡電機産業 ― ₂. ₅ ₁₁, ₀₇₅
小売業（8. ₇％）

ブロッコリー ₂₆ ― ―
ジェイアイエヌ ₂. ₆ ― ―
ホットランド ― ₂ ₈, ₆₆₀
ノジマ ― ₁₁. ₂ ₂₈, ₂₆₈
良品計画 ― ₂. ₁ ₃₉, ₄₅₉
ラオックス ― ₃₀ ₁₀, ₈₆₀
松屋 ― ₁₄. ₇ ₂₆, ₉₁₅
ファーストリテイリング ― ₀. ₆ ₂₉, ₀₇₀
サックスバーホールディング ― ₉. ₃ ₂₀, ₁₉₀

銀行業（₁₁. ₁％）
三菱 UFJ フィナンシャル G ₁₀₆ ₈₉ ₇₇, ₆₀₈
三井住友フィナンシャル G ₁₃. ₃ ₁₈. ₄ ₉₈, ₉₉₂
スルガ銀行 ― ₁₂ ₃₂, ₂₃₂

証券、商品先物取引業（₃. ₇％）
ジャフコ ₁. ₅ ― ―
野村ホールディングス ― ₈₆ ₆₉, ₁₆₉

保険業（₁. ₂％）
第一生命 ― ₁₁ ₂₂, ₃₆₈
その他金融業（―）

ポケットカード ₁₃. ₆ ― ―
オリックス ₂₁. ₂ ― ―
不動産業（₂. 8％）

三井不動産 ₁₅ ₁₅ ₅₂, ₇₃₂
住友不動産 ₅ ― ―
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ダイワ成長株マザーファンド

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
株         式 ₁, ₈₈₈, ₂₀₆ ₈₀. ₆ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₄₅₅, ₆₀₈ ₁₉. ₄ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₂, ₃₄₃, ₈₁₄ ₁₀₀. ₀ 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 ₂, ₃4₂, 559, 559円

コ ー ル  ・ ロ ー ン 等 ₃₁₆, ₄₁₂, ₇₇₁  
株 式（評価額） ₁, ₈₈₈, ₂₀₆, ₀₀₀  
未 収 入 金 ₁₁₆, ₁₉₂, ₀₅₁  
未 収 配 当 金 ₁₇, ₂₂₈, ₇₃₇  
差 入 委 託 証 拠 金 ₄, ₅₂₀, ₀₀₀  

（Ｂ）負 債 ₆₂, ₃₆₂, 9₁4  
未 払 金 ₆₂, ₃₆₂, ₉₁₄  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） ₂, ₂8₀, ₁9₆, ₆45  
元 本 ₉₈₆, ₂₇₁, ₂₂₃  
次 期 繰 越 損 益 金 ₁, ₂₉₃, ₉₂₅, ₄₂₂  

（Ｄ）受益権総口数 98₆, ₂₇₁, ₂₂₃口
₁ 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） ₂₃, ₁₁9円

＊ 期首における元本額は₁, ₁₅₇, ₄₂₁, ₉₀₅円、当期中における追加設定元本額は
₈, ₉₂₇, ₃₅₀円、同解約元本額は₁₈₀, ₀₇₈, ₀₃₂円です。

＊ 当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額は、ダイワ
成長株オープン₉₈₆, ₂₇₁, ₂₂₃円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₂₃, ₁₁₉円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₅ 月₁₀日　至₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 ₃₁, 894, 8₀4円

受 取 配 当 金 ₃₁, ₈₃₃, ₈₃₀
受 取 利 息 ₆₀, ₇₂₀
そ の 他 収 益 金 ₂₅₄

（Ｂ）有価証券売買損益 ₇₂₀, ₁₆₆, ₂8₇
売 買 益 ₈₂₀, ₂₇₃, ₆₈₅
売 買 損 △ ₁₀₀, ₁₀₇, ₃₉₈

（Ｃ）先物取引等損益 ₂, ₃₂5, ₀8₃
取 引 益 ₂, ₃₂₅, ₀₈₃

（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） ₇54, ₃8₆, ₁₇4
（Ｅ）前期繰越損益金 ₆99, ₇₇8, 5₆₆
（Ｆ）解約差損益金 △ ₁₆₆, 55₁, 9₆8
（Ｇ）追加信託差損益金 ₆, ₃₁₂, ₆5₀
（Ｈ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） ₁, ₂9₃, 9₂5, 4₂₂

次期繰越損益金（Ｈ） ₁, ₂9₃, 9₂5, 4₂₂
（注 ₁ ） 解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。
（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る

場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
サンフロンティア不動産 ₁₄. ₁ ― ―

サービス業（4. 8％）
ミクシィ ― ₃. ₅ ₁₆, ₅₂₀
トラスト・テック ₅. ₁ ― ―
カービュー ₁₀. ₈ ― ―
エス・エム・エス ― ₈. ₂ ₁₁, ₉₅₅
クックパッド ― ₁. ₇ ₉, ₁₈₀
カカクコム ₉. ₅ ― ―
ディップ ₂. ₃ ― ―
エムスリー ₁₇. ₄ ― ―
ウェルネット ― ₃ ₇, ₈₂₇
アスカネット ₁ ― ―

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
ぐるなび ₄. ₄ ― ―
エスアールジータカミヤ ₄. ₅ ― ―
ファンコミュニケーションズ ₉. ₁ ― ―
バリューコマース ₁₀. ₁ ― ―
インフォマート ₄. ₅ ― ―
ユナイテッド ― ₃. ₄ ₅, ₄₉₄
セプテーニ HLDGS ₉. ₈ ― ―
電通 ― ₁. ₈ ₉, ₉₉₀
東京個別指導学院 ― ₆. ₁ ₄, ₄₇₁
サイバーエージェント ₄. ₂ ― ―
ジャパンマテリアル ₃. ₉ ₅. ₇ ₈, ₉₇₇
ベクトル ₅. ₆ ― ―

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
Ｎ・フィールド ₃. ₅ ₄. ₂ ₇, ₅₀₁
ライドオン・エクスプレス ₃. ₃ ₅. ₄ ₉, ₀₅₀
カナモト ₃. ₅ ― ―

千株 千株 千円

合計
株数、金額 ₁, ₃₂₄. ₉ ₉₄₇. ₆ ₁, ₈₈₈, ₂₀₆

銘柄数＜比率＞ ₁₁₆銘柄 ₈₀銘柄 ＜₈₂. ₈％＞

（注 ₁ ） 銘柄欄の（　）内は国内株式の評価総額に対する
各業種の比率。

（注 ₂ ） 合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価
額の比率。

（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。
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